
長野県ＳＤＧｓ推進企業登録制度の登録状況等について 
産業労働部 産業政策課 

 

１ 登録者数（申請日：令和元年５月 20日～令和４年３月 31日まで） 

  1,492者 

  【内訳】 

第１期・・・  80者（令和元年５月20日から６月末まで） 

第２期・・・  82者（令和元年７月１日から９月末まで） 

第３期・・・  70者（令和元年 10月１日から１月 10日まで） 

第４期・・・ 145者（令和２年１月11日から３月末まで） 

第５期・・・ 101者（令和２年４月１日から６月末まで） 

第６期・・・  69者（令和２年７月１日から９月末まで） 

第７期・・・ 106者（令和２年 10月１日から1月12日まで） 

第８期・・・ 143者（令和３年１月13日から３月 31日まで） 

第９期・・・ 176者（令和３年４月１日から６月 30日まで） 

第10期・・・173者（令和３年７月１日から９月 30日まで） 

第11期・・・184者（令和３年 10月１日から12月31日まで） 

第12期・・・163者（令和４年1月１日から３月 31日まで） 

 

２ 産業区分 ※登録上の産業区分とは、主たる業務内容について、申請者が日本標準産業分類の大分類により区分したもの 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 地域別の申請状況 
 

 

 

 

 

建設業 465

31.2%

製造業 376

25.2%サービス業（他に分類

されないもの）

146 9.8%

卸売・小売業

138 9.2%

情報通信業

49 3.3%

その他産業

319

21.4%

全申請企業等の産業区分

(1,492者）

北信, 57,

35.0%

南信, 40, 

24.5%

中信, 37,

22.7%

東信, 29, 

17.8%
全申請者の事業所等の所在地

(1,492者）
（事業所数）

（割合）

業種 登録者数 構成比
建設業 465 31.2%

製造業 376 25.2%

サービス業（他に分類されないもの） 146 9.8%

卸売・小売業 138 9.2%

情報通信業 49 3.3%

金融・保険業 34 2.3%

宿泊業、飲食サービス業 48 3.2%

学術研究、専門・技術サービス業 47 3.2%

電気・ガス・熱供給・水道業 31 2.1%

複合サービス事業 26 1.7%

医療・福祉 29 1.9%

農業 22 1.5%

林業 16 1.1%

教育、学習支援業 19 1.3%

運輸業、郵便業 18 1.2%

生活産業サービス業、娯楽業 8 0.5%

不動産業、物品賃貸業 10 0.7%

分類不能の産業 8 0.5%

漁業 1 0.1%

鉱業・採石業・砂利採取業 1 0.1%

計 1492 100.0%



４ アンケートの結果（ いずれも複数回答 ） 

回答対象者 1,492者 

 有効回答数 1,402者（回答率：90.4％） 
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自社活動とＳＤＧｓとの関わりを整理できた

ＳＤＧｓについて、社員一人一人の理解が深まった

目標設定を行い、全社で共有することで、ＳＤＧｓ達成への意識が高まった

その他

Ｑ１：登録申請の段階で、取り組んで良かったと思われる点はどのような点ですか
（者） 
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ＳＤＧｓに対する知識が殆どなく、一から理解しなければならなかった

要件１、要件２の記載が難しかった

申請までに全社的な意識共有を図るのが難しかった

システムによる申請が分かりづらかった（難しかった）

制度の内容が想定していたものと違い、取り組む意義が感じられかった

その他

Q２：登録申請の段階で、困った点などはありましたか （者） 

1132

1004

522
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ＳＤＧｓの観点を（更に）経営に取り込んでいきたい

ＳＤＧｓを推進していることを広くＰＲしていきたい

ＳＤＧｓの推進を関連企業や取引先企業に呼び掛けていきたい

その他

Ｑ３：登録企業として、今後、どのように取り組んでいきたいと考えていますか
（者） 

1068

977

316

27
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ＳＤＧｓに対する認知度の向上

公的機関による登録企業に対するメリットの付与

登録制度の国際標準化

その他

Ｑ４：今後、登録制度へ期待することはどんなことですか
（者） 

（89.7%） 

（33.5%） 

（  ％）は設問の回答割合  回答数／有効回答1402者  

（41.5%） 

（55.2%） 

（32.7%） 

（37.6%） 

（8.6%） 

（80.7%） 

（71.6%） 

（37.2%） 

（76.2%） 

（69.7%） 

（22.5%） 



５ 登録制度や県のＳＤＧｓ施策について（自由記述欄）から抜粋 

 

・ 登録制度や県という単位での施策は、企業間の情報シェアが進むような企画や、企業間交流の取

組などがあると全体の繋がりを活かしやすくなり、企業単体では取り組むのが難しい目標17パ

ートナーシップについての貢献を期待しています。 

・ 県はＣＯ２固定量の増加と排出量削減のため、公共建物は基本的に全て木造へ移行し、エネルギ

ーは石油から木質バイオマスに変更していただければ、さらに有効な施策となると思います。 

・ 企業同士のマッチングを盛んにしていき、各企業協力のもとSDGs活動がより活発化するこで、

長野県全体のSDGsをさらに推進して日本でも最も先進的な SDGs県にしていきたい。 

・ 長野県SDGｓの活動を、県内だけでなく、県外へも発信していけたら嬉しく思います。 

・ 登録の手間を簡素化していただきたい。 

 


